
情報処理学会論文誌 Vol.56 No.1 349–361 (Jan. 2015)

ライフログデータを用いたチームの行動変容促進
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概要：近年，携帯端末の普及にともない誰もが日常生活中の活動情報を検知・蓄積可能なライフログ環境
が整ってきた．これまでライフログデータは，個人を対象として行動変容の促進に活用されてきたが，今
後は研究室やスポーツチーム，企業といった集団を対象とした行動変容の促進が可能になると考えられる．
しかし，集団は個人とは異なり内部に様々な人間関係が存在するため，これまでの個人を対象とした行動
変容促進手法が集団に対して効果的であるかは明らかではない．本研究では，集団の行動変容を促進する
モデルとして，既存手法の「競争」と「協力」の要素を組み合わせた 6種類の集団の行動変容促進モデル
の提案し，効果の検証を行った．提案モデルに基づいた行動変容促進を行う Aaron2を実装し，2つの集
団（64名）を対象に 3週間の実験を行った．1週間ごとの行動変容について考察した結果，チーム目標と
直接的に関係ない活動では行動変容への効果が低く，日頃からチーム単位で競争を行っているチームでは
「チーム間での競争要素」用いたモデルが最も行動変容への効果が高くなる可能性が示された．
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Abstract: Recent technological trends on mobile/wearable devices and sensors have been enabling increas-
ing number of people to collect and store their “lifelog” easily in their daily lives. Beyond exercise behavior
change of individual user, our research focus is on the behavior change of teams, based on life-logging tech-
nologies and information sharing. In this paper, we propose and evaluate six different types of information
sharing model among team members for their exercise promotion, leveraging concepts of “competition” and
“collaboration”. According to our experimental mobile web application for exercise promotion and extensive
user study among 64 total users for three weeks, the model with “competition” technique resulted the most
effective performance for competitive teams such as sport teams.
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1. はじめに

近年，スマートフォンやウェアラブルデバイス*1,*2,*3の

普及や大容量ストレージの低価格化にともない，誰もが日常

生活中の情報をデジタルデータとして検知・蓄積できるラ

イフログ環境が整ってきた．多種多様なライフログデータ

*1 NIKE+ FuelBand SE (http://www.nike.com/jp/ja jp/c/
nikeplus-fuelband)

*2 JAWBONE UP (https://jawbone.com/up)
*3 Fitbit One (http://www.fitbit.com/jp/one)
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を長期間蓄積することで，個人の振り返りによる行動改善は

もちろんのこと，社会調査 [10], [11]や医療 [16], [18], [19]，

教育など様々な分野に応用できる．これまでのライフログ

データを活用した研究では，個人を対象とした人の行動改

善や動機づけ [2]が行われてきたが，今後は個人だけでな

く研究室やスポーツチーム，企業の部署といったチーム全

体を対象とした行動改善や動機づけが可能になると考えら

れる．しかし，チームには個人とは異なり，内部に「監督

と選手」や「上司と部下」，「先輩と後輩」など様々な人間

関係が存在する．その関係から個人には有効に作用するこ

れまでの「競争」や「協力」といった行動変容促進手法 [13]

がそのままあてはまらないことが示唆されている [4]．チー

ムの行動変容の実現には，チームを対象とした行動変容促

進モデルの構築が必要である．

本研究では，「競争」と「協力」を組み合わせた 6種類

の行動変容促進モデルを提案し，各モデルがチームの行動

変容にどのように影響するかを明らかにする．行動変容促

進モデルをもとに，チームの行動変容を促進させるウェブ

アプリケーションの Aaron2を実装し，実チームを対象に

「腹筋運動の増進」をテーマに 3週間の実証実験を行う．各

モデルの腹筋運動回数の違いと，システム利用の不快感に

関するアンケートから各モデルがチームに与える影響を分

析する．

本研究の意義は以下の 3点である．

• 6種類の行動変容促進モデルを提案したこと

• 提案モデルを用いた実チームでの実験を行ったこと
• 各モデルの効果の違いを示したこと
2章では，行動変容について定義しチームにおける行動

変容促進の問題について述べ，問題意識をもとに「競争」

と「協力」の行動変容促進手法を組み合わせた 6種類の行

動変容促進モデルを提案する．次いで 3章では，本研究に

おける実験内容の詳細と，提案モデルをもとに実装した行

動変容促進アプリケーションのAaron2について説明する．

さらに 4章では，実験結果をもとに各モデルがチームの行

動変容に与える影響の分析について記述する．5章では，

実験デザインについて議論を行い，6章で既存研究を整理

する．7章で本研究をまとめる．

2. 行動変容促進

本章ではまず，本研究の背景である，ライフログをもと

にした行動変容促進手法について述べ，チームを対象とし

た行動変容促進の課題をあげる．

2.1 行動変容

行動変容とは，習慣化された行動パターンを変えることを

指す．日常的な例では，健康のために「階移動はエスカレー

タやエレベータを使う」から「階移動は階段を使う」のよう

に行動パターンを変更するなどがあげられる．行動変容が

図 1 行動変容のステージモデル [14]

Fig. 1 Transtheoretical model [14].

起こる仕組みを説明したモデルの 1つに Prochaskaら [3]

が提唱した，行動変容ステージモデル（Transtheoretical

Model: TTM）がある．図 1 に示すように，TTMは行動

変容の過程を「無関心期」「関心期」「準備期」「実行期」「持

続期」の 5つのステージに分類するものであり，禁煙の行

動変容や，運動など健康を維持促進する行動変容に応用さ

れている [3]．DiClementeら [1]は，行動変容の成功のた

めには「その行動がどのような結果を生み出すのか」とい

う結果期待感に加え，「その行動を実際に行うことができる

という自信」すなわち自己効力感が重要であると述べてい

る．自己効力感は TTMの構成要素の 1つであり，ステー

ジの移行にともない増加するといわれている [12]．自己効

力感は主に「達成体験」と「代理経験」，「言語的説明」，「生

理的情緒的高揚」の 4つの要素から形成されている．その

中でも，「達成体験」は自己効力感を定着させるために最も

有効といわれている．具体的な手法として，小さな目標を

クリアしていくことで達成感を積み上げていくことがあげ

られる．

情報技術を用いて個々人の行動変容を促進させる研究

は Persuasive Computingと呼ばれ近年さかんである [2]．

Persuasive Computingの要素の 1つにゲーミフィケーショ

ン [13]が存在し，競争や協力，スコア・ランキング，価値観

の共有，レベルアップ，称号の付与，即時フィードバック

などのテクニックを利用することが多く，その有用性が近

年知られるようになった．たとえば，Nike+ Fuelband [7]

では，腕に装着した活動量計から活動量を算出し，自身の

定めた目標活動量を達成や達成によるバッジやアイテムと

いった称号を付与することで行動変容の効果を高めてい

る．これらのシステムは，複数人で行う「競争」や「協力」

を行う機能は存在しているが，実際のスポーツチームや会

社など既存のチームで機能するは明らかではない．本研究

では，Persuasive Computingで用いられる人の行動変容を

促進する手法を行動変容促進手法と記述する．

2.2 集団における行動変容促進

既存の行動変容促進手法は個人を対象としており，それ

らが，集団に対してどのような影響を与えるかは明らかに

なっていない．

集団を対象とした行動変容促進モデルの構築のために

は，図 2 に示すように，ライフログデータや集団の違い，
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図 2 チームの行動変容促進モデルの構成要素

Fig. 2 Elements of encouraging team behavior modification

model.

図 3 本研究における集団の分類

Fig. 3 Classification of groups in this research.

行動変容促進手法の組合せを考慮する必要がある．本論文

では，集団を対象とした行動変容促進モデルの構築に向け

て，行動変容促進手法の組合せがチームの行動変容に与え

る影響について分析を行った．

次に，本研究における集団の定義について述べる．図 3

に示すように，本研究では，集団は規模と目的の共有度に

よって，チームとコミュニティに分類する．チームとはス

ポーツチームや研究室内の研究チームやプロジェクトチー

ム，会社の部署などのように，ある目標を共有しその目標

の達成のために，全員が努力を求められる集団のことを指

し，学校の生徒や都市の住民，Facebookや Twitterなど

SNS上のグループなどの見ず知らずの人も所属するコミュ

ニティとは区別する．チームでは目標達成のためにチーム

メンバ全員に努力を求めるため，メンバの活動を把握で

き，かつ全員に影響を与える必要がある．そのため集団は

必然的に，集団の規模が小さく目標の共有度が強い集団を

「チーム」，集団の規模が大きく目標の共有度が弱い集団を

「コミュニティ」に分類される．本論文では，集団の中でも

チームを対象とした．

チーム内には個人とは異なり，その内部に監督と選手や

上司と部下，先輩と後輩といった「縦の関係」や，スポー

ツにおける一軍メンバと二軍メンバやライバル関係といっ

た「横の関係」など様々な関係が存在する．そのため，個

人が人間同士の関係性の中で存在するチームの場合には，

個人には有効に作用する行動変容促進手法がそのままあて

はまらないと考えられる．たとえば，Efstratiouら [4]の

研究では，研究室内に埋め込んだ複数のセンサから研究室

メンバのあらゆる行動を検知し，ウェブアプリケーション

上で情報を共有するシステムを構築し研究室内で実運用を

行った．その結果，「他のメンバから作業をしていないと思

われるのが不快であった」との意見があったと報告されて

いる．つまり，単純なランキング表示で個々人の努力を順

位付けし競争心を煽る，ということが，チーム全体にとっ

て真に有効かどうかは明らかではない．

2.3 チームの行動変容

本研究におけるチームの良い行動変容とは，「チームの

合計スコアが向上し，かつ快適度が損なわれないこと」を

意味する．つまり，チームの行動変容は以下の 2つの要素

用いて説明する．

• チーム全体のスコア（Team Performance: TP）

• 情報共有の快適度（Comfort Level: CL）

2つの構成要素の算出手法についてそれぞれ記述する．

まず，チーム全体のスコアを意味する TP は，式 (1)に示す

ように，チームメンバ全員のスコアの合計値とする．なお，

IP (i, t)は時間 tにおける i番目のメンバのスコア（Individ-

ual Performance: IP）を意味する．チームの行動変容にお

いて，TP は式 (2)に示すように，TP (n, new)−TP (m, old)

を行った場合には，0より大きくなった場合には行動変容

が促進されたといえる．

TP (n, t) =
n∑

i=1

IP (i, t) (1)

TP (n, new) − TP (n, old) ≥ 0 (2)

最後に，情報共有の快適度を表す CLについて述べる．

CLはチームメンバそれぞれの快適度の平均値とし，快適

度は「システムの使用感に関するアンケート」の結果か

ら算出する．CLの低下は，システムの長期利用に対して

マイナスに働くことが想定され，CLの維持または改善は

チームの行動変容促進において重要な要素である．

アンケートは 5 段階のリッカート尺度を用い，行動変

容促進手法に対する 5段階の値（「1=まったく同意できな

い」・「2=同意できない」・「3=どちらでもない」・「4=同意

できる」・「5=非常に同意できる」）を取得した．さらに，

式 (3)に示すように，すべてのアンケート項目の値（Q(i)）

をユーザごとに取得し，その値を用いてチームの快適度

（CL(n, t)）を算出する．CL値は 1 ≤ CL ≤ 5の値をとり，

5に近いほど情報共有の快適度が高いことを意味する．

チームの行動変容において，CLは式 (4)に示すように，

0より多くなった場合には行動変容が促進されたといえる．

CL(n, t) =
n∑

i=1

(Q(i, t(new)) − Q(i, t(old))) (3)
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n∑

i=1

(CL(i, new) − CL(i, old)) ≥ 0 (4)

3. チームの行動変容促進モデル

本章では，既存の行動変容促進手法である「競争」と「協

力」を組み合わせた 6種類のチームの行動変容促進モデル

について記述する．

本研究では，既存の行動変容促進手法の中でも複数人に

対して適用可能であり，多くのシステムでも利用されてい

る「競争」と「協力」の要素を組み合わせた，6種類の行

動変容促進モデルを提案する．図 4 に各モデルを図示す

る．同図においては黒丸がチームメンバを表し，黒丸を囲

う点線で描かれた楕円がチームを表す．さらに，矢印が向

かい合う場合はチームメンバ間またはチーム間の競争を意

味し，逆に黒丸側に向いている場合はチームメンバ間の協

力を意味する．

以下に，各モデルの設計とその意図について記述する．

3.1 Individual Model（IND）

図 4 (a)に示す，IND は，自身の目標達成を目的とし，

自身の活動量のみが可視化される．IND では，既存の行動

変容促進手法と同様に個人を対象としおり，チームの概念

を取り入れていないモデルある．本モデルの結果と比較す

ることで，チームという概念を取り入れたことによる効果

の違いを検証できる．

また，本モデルは他者からのプレッシャがなく自分の

ペースで活動ができるため，CLは高くなると考えられる．

しかし，他者からの刺激がないため TP は低くなると考え

られる．

図 4 個人とチームの行動変容促進モデル

Fig. 4 Behavior modification models for individual and team.

3.2 Internal Collaboration Model（iCL）

図 4 (b)に示す iCLは，チームの活動量に対して自分の

貢献度のみが表示され，他のメンバの貢献度は表示されな

いモデルである．Efstratiouら [4]の実例からも分かるよ

うに，チームではシステムの利用者にとって不利になる情

報を公開することが不快感につながることが示唆される．

iCLでは，あくまで自分の貢献度だけを表示し，他のメン

バの貢献度を隠すことでこれらの懸念を未然に防ぐことを

目的とする．つまり，IND と同様に他メンバの活動が共有

されず，他メンバからのプレッシャが減るため，CLは高

くなると考えられる．また，IND と比較すると，行動変容

促進手法として「協力」の要素を含んでいるため，IND よ

りはスコアが増加すると考えられる．

3.3 Internal Competition Model（iCP）

図 4 (c)に示す iCP は，チームの活動量に対する各メン

バの貢献度を共有するモデルである．本モデルでは，既存

研究と同様ゲーミフィケーションにおける「競争のテク

ニック」を活かすことを目的とする．すなわち，メンバ同

士の貢献度を可視化することによって競争を促すことで，

TP が向上すると考えられる．一方で，個人の貢献度が他

メンバにも共有させるため，他メンバからのプレッシャは

増加することから，CLは低下すると考えられる．

3.4 Internal Collaboration and Competition

Model（iCLCP）

図 4 (d)に示す iCLCP は，iCLと iCP を組み合わせた

モデルであり，各メンバの貢献度が共有され，かつチーム

の目標量が設定されている．同チーム内で「競争」と「協

力」の相反する 2つのテクニックを用いることで，チーム

の目標達成に対して個人の貢献度がより明確になる．つま

り，「競争」と「協力」のテクニックを単体で使った場合よ

りも，他者からのプレッシャが増大することで iCLや iCP

よりも TP が大きくなると考えられる．しかし，CLはプ

レッシャの増加にともない，iCLや iCP よりも低くなる可

能性がある．

3.5 Internal Collaboration External Competition

Model（iCL-eCP）

図 4 (e)に示す iCL-eCP は，自チームの合計活動量と他

チームの合計活動量との競争を行うモデルである．この

際，個人の貢献度のみを可視化することで，チーム内の競

争よりもチーム外の競争をより意識させる．これにより，

iCP や iCLCP では不快感の増加につながると考えられた，

チーム内メンバからのプレッシャによる不快感の増加を

抑制することを目的としている．つまり，iCL-eCP では，

iCP や iCLCP では不快感の増加につながると考えられた

「競争要素」をチーム内の競争ではなく，2つのチーム間の
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競争に置き換えることで，CLの低下を防ぎ，なおかつ競

争要素を用いることで TP を高めることができる．

3.6 Internal Collaboration, Competition and Ex-

ternal Competition Model（iCLCP-eCP）

図 4 (f)に示すは iCLCP-eCP，iCL-eCP と同様にチーム

の合計活動量を競い合うモデルである．それに加え，メン

バ全員の活動量の可視化も行うことで，他チームとの競争だ

けでなく，チーム内での競争も促す．つまり，iCLCP-eCP

では，チーム間の競争要素（eCP）だけでなく，チーム内

の競争要素（iCP）という 2つの「競争」要素を加えるこ

とで，TP と AIP の値が他のモデルの中で最も大きくな

ると考えられる．しかし，2つの競争要素を用いることで，

チームメンバ内でのプレッシャが増加するため，CLは低

下する可能性がある．

4. 実験

本実験の目的は，行動変容促進モデルがチームの行動変

容に与える影響を明らかにすることである．そのために，

本研究では，「腹筋運動の増進」をテーマに，各チームに対

して行動変容促進モデルを適用し，その結果を 2.3 節で定

義した TP・CLを用いて分析，評価する．

なお，本研究におけるチームとは「既存チーム」のこと

を指し，公募などで集めた「即席チーム」とは異なる．即

席チームでは，人間関係がまだ形成されていない可能性が

高く，個人の行動変容促進手法があてはまる可能性が高い．

そこで本研究では，何らかの人間関係が構築されていると

考えられる，既存チームを対象とした．

また，腹筋運動の増進は，腰痛の予防やスポーツ選手の

パフォーマンス向上や怪我の予防につながると考えられ，

チームの構成メンバの全員の健康増進に非常に重要である．

4.1 チームと情報共有モデルの組合せ

実験は慶應義塾大学の体育会野球部（以降，野球チーム）

と同大学のコンピューターサイエンスの研究室（以降，研

究室チーム）の 2チームを対象に行った．

野球部チームは 32名の慶應義塾大学の学生（学部生）か

ら構成され，平均年齢は 19.6歳であった．対して，研究室

チームは学部生 20名，修士学生 6名，博士学生 3名，ス

タッフ 3名の計 32名から構成され，平均年齢は 24.45歳

であった．

コミュニケーションの頻度は，野球部チームでは 1週間

に 5回以上の野球の練習が存在し，研究室チームにおいて

も 1週間に 2回以上の研究に関するミーティングや授業が

存在することから，両チームとも 1 週間に 2 回以上はメ

ンバ間での直接のコミュニケーションの可能性が存在する

チームと考えられる．

さらに，チーム内の競争意識については，野球部チーム

表 1 チームごとの行動変容促進モデル

Table 1 Behavior modification models of each team.

行動変容促進モデル
グループ名

野球チーム 研究室チーム

IND Baseball-A Lab-A

iCL Baseball-B Lab-B

iCP Baseball-C Lab-C

iCLCP Baseball-D Lab-D

iCL-eCP Baseball-E,F Lab-E,F

iCLCP-eCP Baseball-G,H Lab-G,H

図 5 Aaron2 の構成画面

Fig. 5 Screenshots of Aaron2.

では公式試合のメンバに登録可能な人数に限りがあるため，

研究室チームと比較してチーム内の競争意識が高いチーム

であると考えられる．

6種類の異なる行動変容促進モデルをすべて適用するた

めに，チームごとに 4人一組を 8グループ（A-H）を作成

した．各グループに適用した行動変容促進モデルを表 1 に

示す．なお，iCL-eCP と iCLCP-eCP は対戦相手が必要な

ため，それらのモデルには 2グループを割り当てた．

4.2 Aaron2：チームの行動変容促進アプリケーション

Aaron2は，日常生活中のユーザのエクササイズをカウ

ントし，活動量をチームメンバ間で共有できるウェブアプ

リケーションである．たとえば，Aaron2は腹筋運動や背

筋運動，スクワットなどのエクササイズの回数を記録し，

その回数をチームメンバと共有することができる．情報の

共有は提案モデルをもとに行われ，ユーザごとに異なる情

報共有方法の設定が可能である．

Aaron2 は，Top Page（図 5 (a)）と Application Page

（図 5 (b)），Setting Page，Team Page（図 6）から構成さ

れる．Top Pageでは，ユーザのログイン情報やチームの

目標を管理する．Application Pageでは，運動量のカウン

ト機能を提供する．ユーザが画面中央の赤色のボタンを押

すとカウントが開始され，もう一度押すことでカウントが

終了し，回数をサーバに送信する．Aaron2は，一定間隔

c© 2015 Information Processing Society of Japan 353



情報処理学会論文誌 Vol.56 No.1 349–361 (Jan. 2015)

図 6 Aaron2 の情報共有画面

Fig. 6 Information sharing pages of Aaron2.

でビープ音を再生し，ユーザはそのビープ音に合わせてエ

クササイズを行う．Aaron2ではその回数を活動量とする．

Setting Pageでは，ユーザは音の種類や，音のインターバ

ル，1セットあたりの回数などを設定でき，ユーザは自身

の能力やコンディションに合ったトレーニングを行うこと

ができる．Team Pageでは，設定されたチームの行動変

容促進モデルに応じて，チームメンバの活動量を共有する

ページである．図 6 に Team Pageに表示する 6種類の行

動変容促進モデルの画面を示す．図 6 (a)–(f)がそれぞれ，

提案モデルの図 4 (a)–(f)に該当する．

また，Aaron2は iOSや Androidプラットフォーム上で

動作し，UIフレームワークとして jQuery Mobile 1.1 [9]を

利用し，グラフの表示には Google Chart Tools [5]を利用

した．

4.3 実験手順

まず初めに，すべての実験参加者を対象とした，実験に

関する説明会を行った．説明会では，Aaron2の操作方法

の説明とインストールと被験者の各チームへの割当ての説

明を行った．また，参加者の「理想とする 1日の腹筋運動

の回数」の調査を行った．調査の結果，1日の理想の腹筋

運動量回数の平均値は 110回となった．さらに，実験承諾

書への署名も行い，実験終了後には実験協力への謝礼とし

て 500円を支払った．社会心理学 [15]や行動経済学 [8]の

分野では，インセンティブの有無や違いによる，影響の調

査が行われているが，本研究では，提案する行動変容促進

モデルの効果を影響を明確にするために，インセンティブ

の違いが行動に与える影響までは調査しない．

実験は 2013年 12月 6日から 12月 27日までの 3週間

行った．64名の被験者は，実験開始日よりいっせいに実験

を開始した．各チームには，共通の目的として「健康と怪

我予防のためにチーム全員で腹筋運動をより多く行おう」

という目的を与えた．さらに，実験の参加者には参加者に

は 3つの条件を提示した．

( 1 ) 1日に一度は Aaron2にアクセスすること．

( 2 ) Aaron2は「いつ・どこで」利用してもよい．

( 3 ) 他のモデルを利用しているチームメンバとの Aaron2

に関する情報交換は禁止（別の行動変容促進モデルを

適用しているチームからの影響をなくすため）．

図 7 に Aaron2を用いた，実験風景を示す．参加者は日

常的に利用している個人の iOSや Android端末を通して，

Aaron2にアクセスした．

3週間後の実験最終日には，アプリケーション利用に関

するアンケート調査をすべての被験者に行った．本アン

ケートの質問は 1–3項目までは 5段階のリカート尺度とし

た．値が 1に近いほど，質問に対してネガティブな印象を

持っていることを意味し，逆に値が 5に近いほど，質問に

対してポジティブな意見であることを意味する．さらに，

4項目は「印象に残ったエピソード」を自由記述（必須）と

した．本アンケートの質問項目を以下に記述する．

アプリケーション利用の感想� �
Q1. アプリケーションでの運動量の共有についてどの

ように感じましたか？

（非常に不快・少し不快・どちらでもない・不快ではな

い・まったく不快ではない）

Q2. 本システムを継続して利用したいと思いますか？

（まったく思わない・あまり思わない・どちらでもない・

少し思う・非常に思う）

Q3. 他のメンバからのプレッシャを感じましたか？

（まったく感じなかった・あまり感じなかった・どちら

でもない・少し感じた・非常に感じた）

Q4. 印象に残ったエピソードがあれば教えてください

（自由記述）
� �
5. 結果と考察

本章では，チームの行動変容を構成する，チーム全体の

スコア（TP）とチームメンバのスコアのばらつき，快適度

（CL）のそれぞれについて検証する．
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図 7 Aaron2 を用いた実験風景

Fig. 7 Experiment using Aaron2.

図 8 野球チームにおける TP の推移

Fig. 8 Transition of TP in baseball team.

図 9 研究室チームにおける TP の推移

Fig. 9 Transition of TP in laboratory team.

5.1 チームメンバのパフォーマンス

本節では，まずはじめに TP に関する結果と考察を述

べる．

実験期間中の野球チームと研究室チームにおけるスコア

の推移を図 8 と図 9 に示す．同図は，腹筋運動回数の積

み上げグラフを意味し，グラフの右端（12/26）が本実験

における最終的な合計スコアである．

実験結果をもとに，6種類の行動変容促進モデルの TP

を検証する．

表 2 野球チームにおける行動変容促進モデルごとの TP

Table 2 TP of each baseball team encouraging team behavior

modification model.

行動変容促進
1st week 2nd week 3rd week total

モデル

IND 352 118 0 470

iCL 260 285 170 715

iCP 795 647 0 1,142

iCLCP 325 372 314 1,011

iCL-eCP 943 859 403.5 2,205.5

iCLCP-eCP 555.5 444.5 151.5 1,151.5

( 1 ) IND の効果：

野球チームにおいてチームメンバ間での情報共有を

行ったモデル（iCL，iCP，iCLCP，iCL-eCP，iCLCP-

eCP）の TP は，情報共有を行わない IND の TP を

上回った．特に，最も TP が高くなった iCL-eCP は

IND よりも 588%も TP が高くなった．また，IND 以

外のモデルの TP は IDN よりも，324%も高くなった．

個人の運動量のみを表示した IND よりも，すべての

チームメンバの情報を共有したモデルの方が運動量が

多くなった．

また，IND はチームの概念を取り入れないモデルで

あり，チームの概念を取り入れた（iCL，iCP，iCLCP，

iCL-eCP，iCLCP-eCP）の方が最終的な TP が高く

なったことから，本論文の実験で対象としたチームで

は，チーム概念を取り入れた方が，チームの行動変容

促進への効果が高いと考えられる．

( 2 ) iCP 要素：

図 8に示すように，野球チームにおいて「競争」要素

を含んだ iCP や iCLCP，iCL-eCP，iCLCP-eCP は，

「協力」要素のみを用いた iCLよりも TP が高くなっ

た．これは，チーム内での協力要素（iCL）のみでは

TP への影響が少なく，チーム内の競争要素（iCP）

またはチーム外の競争要素（eCP）を取り入れた方が

TP への影響が高まると考えられる．

( 3 ) 行動変容促進手法の数：

野球チームにおいて，iCLCP-eCP は「競争」と「協

力」の行動変容促進要素の多いモデルであるが，図 8

に示すように，要素数の少ない他のモデル（iCP，iCL-

eCP）よりも TP が低くなった．つまり，この結果か

ら行動変容促進手法の数が多い方が，必ずしも TP が

高くはなるとは限らないと考えられる．

( 4 ) eCP 要素：

表 2 に示すように，野球チームにおいてはチーム

外の競争要素（eCP）を構成要素に持つ，iCL-eCP と

iCLCP-eCP の 2つのモデルと比較すると，チーム内

の競争要素（iCP）のない，iCL-eCP の方が TP が高

くなった．この結果から，iCP と eCP の 2つの競争
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図 10 野球チームにおける iCL-eCP と iCLCP-eCP の標準偏差

の比較

Fig. 10 Standard deviation of iCL-eCP and iCLCP-eCP in

baseball team.

図 11 野球チームにおける 1 週間ごとの iCL-eCP の標準偏差の

比較

Fig. 11 Standard deviation of weekly iCL-eCP in baseball

team.

要素を加えることは，逆に TP の低下を招く可能性が

見られた．

図 10 に 2つのモデルの参加者それぞれの合計スコ

アとそのばらつきを示す．iCL-eCP の SD（459.71）

は iCLCP-eCP の SD（190.67）より大きくなった．

iCLCP-eCP では，各ユーザは Aaron2を通じて他の

メンバの具体的なスコアを確認することができる．そ

のため，他のメンバに合わせてしまうことができ，ス

コアの差が少なくなったと考えられる．

さらに，2 つのモデル（iCL-eCP と iCLCP-eCP）

の 1週間おきの運動量の変化の分析を行った．図 11，

図 12 に iCLCP-eCP と iCL-eCP の 1週間ごとの標

準偏差を示す．iCL-eCP では，第 1週から第 3週にか

けて標準偏差が小さくなった．また，iCLCP-eCP で

は，第 1週から第 2週にかけては標準偏差の違いは見

られなかったが，iCL-eCP と同様に第 3週において標

準偏差は低下することが分かった．

図 12 野球チームにおける 1 週間ごとの iCLCP-eCP の標準偏差

の比較

Fig. 12 Standard deviation of weekly iCLCP-eCP in baseball

team.

( 5 ) チームの目標とタスク設定：

図 8 と図 9 に示すように，最終的な野球チーム内の

8グループの TP は，6グループ（Baseball-A（IND）

と Basbeall-B（iCL）以外）は，研究室チーム内のす

べてのグループの TP を上回った．同じ行動変容促進

モデルを活用したにもかかわらず，野球チームと研究

室チームでは TP が異なったことから，本実験では複

数の行動変容促進モデルの実験を行ったが，チームの

行動変容促進には，タスクの設定方法が重要であるこ

とが分かった．

本実験では「腹筋運動」の促進を目的に実験を行っ

た．野球チームにおいては，「腹筋運動」は「怪我予

防」や「競技スキル」の向上など，所属するチームの

目的と直接関係のある活動である．一方，研究室チー

ムにおいては「論文を読む」や「プレゼンテーション

を行う」のようなチームの目的とは直接関係のない活

動であった．そのため，野球チームと研究室チームで

は，共有している「チーム目標」と「タスク（腹筋運

動）」の違いから，TP の差に現れたと考えられる．つ

まり，本実験結果より，チームの行動変容促進におい

て，「チームの目標」と「タスク設定」は密接に関係し

ており，「チームの目標」と直接的に関係のない「タス

ク」を設定した場合には，行動変容が促進されないこ

とが分かった．チームの行動変容の促進のためには，

チーム目標と直接関係のある活動を共有した方が効果

的であると考えられる．

( 6 ) 行動変容の持続性：

図 13 に，野球チームにおける 1週間ごとの TP の

変化グラフを示す．TP の値は，ほとんどのモデルに

おいて，3週目に入ると急激に値が低下する傾向が見

られた．特に，野球チームでは，IND と iCP の TP

は 3週目の値が 0になった．これらの結果から，本研
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究で行った「腹筋運動」のような単純なタスクの行動

変容は，提案した行動変容促進モデルでは 2週間しか

効果がなく，さらに効果を継続させるためには「チー

ムの目的により近い活動を設定する」や「チーム内に

チームリーダを構成する」など，工夫が必要であると

考えられる．

図 13 野球チームにおける 1 週間ごとの TP の変化

Fig. 13 Weekly TP in baseball team.

表 3 野球部のアンケート結果

Table 3 Questionnaire result of baseball team.

行動変容促進モデル （チーム） Q1 Q2 Q3 CL

IND （Baseball-A） 2.75 2.25 4.25 3.08

iCL （Baseball-B） 3.50 3.25 2.75 3.17

iCP （Baseball-C） 3.25 3.25 3.25 3.25

iCLCP （Baseball-D） 3.50 3.50 3.00 3.50

iCL-eCP （Baseball-E&F） 3.00 3.00 4.25 3.42

iCLCP-eCP （baseball-G&H） 2.75 2.75 3.13 2.88

表 4 印象に残ったエピソード

Table 4 Impressive episodes in the experiment.

行動変容促進 実験参加者の印象に残ったエピソード（Q4）

モデル 肯定的 否定的

IND システムがあることで，モチベーションが向上した． 固めてやった日以来，腹筋運動を行わなくなった．

iCL エピソードなし 毎日コツコツ続けるのは大変だと感じた．

iCP

腹筋運動が楽しくなった．

目標回数に達成することがほとんどなかった．
チーム内での回数が分かるので，やらないといけないと思

うようになった．

1 日に 600 回程度腹筋を行った際に，後日同チームの人か

ら驚かれて嬉しく思った．

切瑳琢磨できている．

iCLCP エピソードなし
1,000 回近くやった結果，首をつってしまった．

他のメンバがやっていないとモチベーションが低下した．

iCL-eCP
もっと強制的にチームとしてやっている感じが欲しかった．

エピソードなし
アプリケーションを起動したときに，やらなきゃと思った．

iCLCP-eCP
チームメイトと競争して楽しかった．

他の人の回数が気になった．

自分がやっていなかったときに，他の人がやっていると焦っ

た．

5.2 行動変容促進モデルの快適度

表 3 に，野球チームにおける各グループのアプリケー

ション利用における行動変容促進モデルへの快適感（CL）

のアンケート結果（Q1–3）を示す．さらに表 4 に，各モ

デルの印象に残ったエピソード（Q4）をまとめる．なお，

表 4 の印象に残ったエピソードの内容は，原文のまま記載

する．

快適度を表す CL は，iCLCP，iCL-eCP，iCP，iCL，

IND，iCLCP-eCP の順に大きくなった．特に，Q2の「ア

プリケーションの継続利用」に関する質問では，iCLCP-

eCP と IND において，2.75以下の低い値を示しており，

継続して使用したくない傾向が得られた．さらに，IND の

印象に残ったエピソードでは，「アプリケーションがある

ことでモチベーションが向上した」とモデルに対してポジ

ティブな意見を持つ実験参加者がいる一方で，「固めてやっ

た日以来，腹筋運動を行わなくなった」のような，活動自

体を放棄する発言が得られた．これは，他の競争や協力の

情報共有を用いたモデル（iCL，iCP，iCLCP，iCL-eCP，

iCLCP-eCP）では見られない現象であり，チームにおい

て情報共有をしないことが，アプリケーションの継続利用

意識を低下につながることが示された．

情報共有をチーム内外で行った iCLCP-eCP でも，同様

に継続意識の低下が発生した．iCLCP-eCP の場合には，

Q1の「情報共有に関する不快感」においても低い値を示し

た．さらに，印象に残ったエピソードでは「チームメイト

と競争して楽しかった」とのポジティブなコメントが得ら

れた反面，「他の人の回数が気になった」や「自分がやって

いないときに他の人がやっていると焦る」といった，多く

の競争要素を用いため，情報共有への不快感が高まったと

考えられる．つまり，情報共有を用いた過度の競争の促進
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は，チームの行動変容に対してデメリットになることが示

唆された．iCLCP の印象に残ったエピソードからは，「他

のメンバがやっていないとモチベーションが下がった」と

のコメントが得られており，この現象も情報共有によるデ

メリットの 1つと考えられる．

Q3の「情報共有によるメンバからのプレッシャ」に関

する質問では，iCL-eCP において 4以上の値を示してお

り，iCL-eCP のメンバは他者からのプレッシャはあまり感

じなかったと感じている．さらに，iCL-eCP の印象に残っ

たエピソードからは，「もっとチーム感を高める工夫が欲

しい」のように，チーム間での競争に対してポジティブな

傾向が見れた．さらに，「アプリケーションを起動したと

きに，やらなきゃと思った」との回答が得れている．これ

は，他者からのプレッシャをあまり感じていないことを考

慮すると，他者からのプレッシャを受けて活動を行う受動

的な行動ではなく，刺激を受けて自分から活動を行うとす

る能動的な行動であると考えられる．iCL-eCP は，運動量

の推移おいて他のモデルと比較して最も運動量が多くなっ

たモデルでもある．つまり，野球部のような日頃からチー

ムで競争している特性を持ったチームでは，「チーム間で

の競争要素」を用いることがチームの行動変容には有効で

あると考えられる．

6. 議論

6.1 チームデザイン

集団の活動は，観察者や明確なリーダの有無により異な

ることが報告されている [15]．今回の実験では，実験参加

者に明確な役割を与えなかったが，与えることでさらなる

効果の向上が期待できる．たとえば，1つのグループ内に

リーダ役を明確に決め，チームの監督が各グループの同行

を観察する仕組みにすると，各被験者の役割とインセン

ティブが明確になる．その結果，チーム全体として運動量

の増加が期待できる．また，今回の実験では男性のみが所

属するチームで実験を行ったが，性別の違いによる効果の

違いも考えられる．男性と女性の割合を変更した実験も行

う必要がある．

6.2 運動の目標値設定

本研究では，目標設定を実験開始前に行ったアンケート

（「1日の理想的な腹筋運動回数」）の平均値から算出した．

行動変容促進の目標達成が重要であるといわれているが，

今回の実験では目標数を達成している参加者は少なかっ

た．そのため，行動変容促進の効果が低くなったと考えら

れる．目標の設定は，一度実際にアプリケーションを利用

したうえで，目標回数を設定することでより効果を高める

ことが期待できる．また，消費カロリーのように，1日の

目安がすでに設定されている情報の場合には，その目安か

ら目標を設定するのも 1つの方法である．

図 14 実験期間中のアクティブユーザ率の推移

Fig. 14 Transition of active user rate during the experiment.

6.3 アプリケーションへのアクセス率

1日あたりのAaron2のアクティブユーザ率（アプリケー

ションを起動した実験参加者の合計数）を図 14 に示す．

図 14 から分かるように，1日あたりのアクティブユーザ

率は両チームとも実験が進むにつれて低下した．また，実

験期間中の平均アクティブユーザ率は野球部 47%で研究室

で 38%であった．

共有情報に触れる機会を増加させることで，行動変容促

進の効果を向上させることができると考えられる．被験者

からのコメントでは「アプリケーションへのアクセスを

忘れてしまう」とのコメントも得られていることから，ス

マートフォンの通知機能を利用して，チームメンバがアプ

リケーションを利用した際に通知するなど，アクセス機会

を増やす工夫が必要である．

6.4 行動変容促進モデルの特性

実験結果より，各モデルには長所・短所が存在するとこ

とが分かった．そのため，目的によって行動変容促進モデ

ルを使い分けることも考えられる．たとえば，iCLCP-eCP

は 6種類のモデルの中では TP は大きいが ULは低いモデ

ルとなった．不快感を犠牲にしてでも，チーム全体のスコ

アを全体的に向上させたい場合には有効なモデルであると

考えられる．

6.5 長期的な行動変容の計測

今回の実験では，提案した 6種類の行動変容促進モデル

が，3週間の実験結果のデータから，それぞれのチームに

対して 1週間単位でどのような影響を与えるかについて分

析を行った．しかし，本研究では，週単位での比較とモデ

ルごとの比較であり，「実験前実験後の比較実験」や「日や

月単位での分析」はまだ行われていない．最終的なチーム

の行動変容促進モデル構築のためには，これらを分析する

必要がある．

7. 関連研究

Kamalら [6]が構築したABCフレームワークは，オンラ
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インソーシャルネットワークを利用した健康的な行動への

改善フレームワークである．Appeal，Belonging，Commit

が重要であると述べられている．彼らはの研究では，ABC

フレームワークを取り入れたソーシャルネットワークアプ

リケーションを構築し，公募で集めた集団に対して評価実

験を行った．本研究と同じくウェブアプリケーションを用

いた研究だが，対象としている集団が公募で集められた集

団のため，本研究の対象集団とは異なる．

Efstratiouらの研究 [4]では，研究室内に様々なセンサ

を埋め込むことで研究室のメンバのありとあらゆる行動を

検知し，ウェブアプリケーションを用いて共有するシステ

ムを構築した．彼らのシステムではコーヒーを飲んだ回数

や，机に座って勉強している時間などが検知できる．実際

に研究室内で実証実験を行った結果，不快に感じる要素と

して「他人に自分が勉強をしていないと思われることが不

快だ」という評価が得られている．この研究では，個人の

行動履歴の振り返りによる行動改善・動機付けを目的とし

ている．そのため本研究の目的である，チームの行動変容

促進までは行われていない．

辻らのビジネス顕微鏡ディスプレイ [17]は，日立製作所

で開発されているビジネス顕微鏡 [11] から得られた人の活

動情報をオフィス内に設置したデジタルサイネージを用い

た共有することで，閲覧者のコミュニケーションを活性化

を目的としたシステムである．本研究と同様にライフログ

データの組織内での利活用が研究テーマであるが，ビジネ

ス顕微鏡ディスプレイでは組織情報の可視化によるコミュ

ニケーションの活性化が目的であり，可視化方法の違いが

集団に与える影響までは調査されていない．

8. おわりに

近年，誰もが日常生活中の情報を検知・蓄積できるライ

フログ環境が整ってきた．これまでライフログデータは，

個人の行動変容促進に利用されてきたが，今後は研究室や

スポーツチーム，学校，企業といった集団を対象した行動

変容促進が可能になると考えられる．しかし，集団は個人

とは異なり内部に様々な人間関係が存在するため，集団を

対象とした行動変容促進モデルを構築する必要がある．本

研究では集団の行動変容を促進させるモデルとして，「競

争」と「協力」を組み合わせた 6種類のモデルを提案し，

それらがチームの行動変容にどのように影響するかを明ら

かにした．提案モデルに基づき，野球チームと研究室チー

ムを対象に 3週間の実験を行い，結果を分析した．その結

果，「競争」の要素を入れたモデルが効果が高く，行動変容

促進の「要素数」よりも「要素の組合せ」が重要な傾向が

見られた．特に，「チーム間での競争要素」を用いるモデル

が最もチームの行動変容への効果が高くなったことから，

日頃からチーム単位での競争を行っている野球部のような

チームでは，「チーム間での競争要素」を取り入れることが

有効であることが示唆された．また，異なる属性を持った

チームどうしの比較から，チームの目的と直接的に関係の

ない活動では，行動変容が促進されないことが分かった．

本論文では，6種類の行動変容促進モデルを提案し，チー

ム与える影響の調査を行ったが，本研究の最終最終的な目

標である，様々な集団に対応した行動変容促進モデル構築

のためには，1）行動変容促進手法と 2）ライフログデータ，

3）対象とするチームの違いを組み合わせた，幅広い実験

が必要不可欠である．今後は，それらの実現のために，3

つの要素を自由に組み合わせ可能な集団の行動変容促進プ

ラットフォームを実装し，長期的に運用することで，幅広

い実験結果を収集し，今後の集団の行動変容促進モデル構

築に活用していく．
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